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第第88節節  情情報報通通信信技技術術等等のの活活⽤⽤にによよるる農農業業⽣⽣産産・・流流通通現現場場ののイイノノベベーー

シショョンンのの促促進進  
 
 5 
農業⽣産・流通現場でのイノベーションの進展、農業施策に関する各種⼿続や情報⼊⼿

の利便性の向上は、⾼齢化や労働⼒不⾜等に直⾯している我が国の農業において、経営の
最適化や効率化に向けた新たな動きとして期待されています。 

本節では、スマート農業1の導⼊状況や農業・⾷関連産業におけるデジタル変⾰に向けた
取組、産学官連携による研究開発の動向等について紹介します。 10 

 
((11))  ススママーートト農農業業のの推推進進  
((農農作作業業のの⾃⾃動動化化、、作作業業記記録録ののデデジジタタルル化化等等のの取取組組がが進進展展))  

農業の現場では、ロボット・AI・IoT等
の先端技術や、データを活⽤し、農業の⽣15 
産性向上等を図る取組が各地で広がりを⾒
せています。 

具体的には、ロボットトラクタ、スマー
トフォンで操作する⽔⽥の⽔管理システム
等の活⽤により、農作業を⾃動化し省⼒化20 
に資する取組が進められているほか、位置
情報と連動した経営管理アプリの活⽤によ
り、作業の記録をデジタル化・⾃動化し、
熟練者でなくても⽣産活動の主体になるこ
とも容易となっています。令和4(2022)年725 
⽉時点では、⾛⾏経路を「⾒える化」する
GNSS2ガイダンスシステムが2万8,270台、
ハンドルを⾃動制御する⾃動操舵

そ う だ
システム

が1万7,990台出荷されています3。また、ド
ローンによる農薬等の散布実績は増加傾向30 
で推移する中、令和2(2020)年度末時点で
約12万haと推計されています(図図表表22--88--11)。
さらに、ドローン等によるセンシングデー
タや気象データのAI解析により、農作物の
⽣育や病⾍害を予測し、⾼度な農業経営を35 
⾏う取組等も展開されています。 
 
 

 
1  ⽤語の解説(1)を参照 
2  Global Navigation Satellite Systemの略で、全球測位衛星システムのこと。⼈⼯衛星からの信号を受信することにより、世界のどこ

にいても現在位置を正確に割り出すことができる測位システム 
3  北海道庁が調査した出荷台数(全国)の数値。調査を開始した平成20(2008)年度以降の累計台数 

図表2-8-1 ドローンによる農薬等の散布実績
(推計) 

資料：農林⽔産省作成 
注：平成30(2018)年度までは「空中散布等における無⼈航空機利⽤

技術指導指針」に基づき集計した数値。令和元(2019)年度は空
中散布実績を把握していた⼀部の都道府県のデータを基に推計
した数値。令和2(2020)年度は国⼟交通省の⾶⾏実績のデータを
基に推計した数値 

ロロボボッットトトトララククタタのの無無⼈⼈運運転転  
資料：ヤンマーアグリ株式会社 
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((デデーータタをを活活⽤⽤ししたた農農業業をを実実践践ししてていいるる農農業業のの担担いい⼿⼿のの割割合合はは前前年年にに⽐⽐べべ増増加加))  
データを活⽤した農業を実践している

農業の担い⼿の割合は、令和3(2021)年が5 
48.6%となっており、前年の36.4%から
12.2ポイント増加しています(図図表表22--88--22)。 

農林⽔産省では、スマート農業実証プロ
ジェクトに参加して技術・ノウハウを培っ
た⽣産者、⺠間事業者等から成るスマート10 
サポートチームが新たな産地へ実地指導す
る取組を推進し、現地でのデータ活⽤とス
マート農業⼈材の育成を図っています。ま
た、農業⽀援サービスの活⽤により、スマ
ート農業に関⼼はあるが⾃⼒では取り組む15 
ことが困難な⽣産者・産地の⽀援を⾏って
います。さらに、普及指導員による、デー
タに基づく⽣産者・産地指導への⽀援を⾏
っています。 

こうした取組を進め、令和7(2025)年ま20 
でに農業の担い⼿のほぼ全てがデータを活
⽤した農業を実践することを⽬標としてい
ます。 

 
 25 
 

 
富⼭県⾼岡市

た か お か し
の農業⽣産法⼈である有限会社スタファームは、IoTを活

⽤した⽔管理システムを導⼊し、⽶⽣産の省⼒化と⽣産性向上に取り組
んでいます。 

同社では、ふだん管理している圃場
ほじょう

から7㎞程度離れた地区において約
15haの圃場管理を請け負ったことを契機に、令和3(2021)年度にIoTセン
サーにより⽔⾨を⾃動的に管理できるシステムを導⼊しました。 

圃場ごとに、スマートフォンで遠隔操作できる⽔管理システムの設備
を合計で60台設置し、タイマー機能や⽔位センサーを利⽤することで、
⽔⾨を⾒回る労⼒や⽔管理の⼿間が軽減されています。また、⽔管理シ
ステムによる効果的な管理を通じて雑草等が減少し、除草剤の量を削減
できることにより、⽣産性や品質向上の⾯でも効果が⾒られています。 

今後も、農地中間管理機構を活⽤した農地賃借による⽔稲等の⽣産に
取り組むほか、⽶⽣産の省⼒化によって削減した時間を活⽤し、にんじ
んを主体とした野菜の⽣産にも⼒を⼊れていくこととしています。 

IIooTT⽔⽔管管理理シシスステテムム  
資料：有限会社スタファーム 

((事事例例))  IIooTT⽔⽔管管理理シシスステテムムをを活活⽤⽤しし、、⽶⽶⽣⽣産産のの省省⼒⼒化化をを推推進進((富富⼭⼭県県))  

図表2-8-2 データを活⽤した農業を実践して
いる農業の担い⼿の割合 

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」(組替集計)、「令和3年農業
構造動態調査」(組替集計)を基に作成 

注：1) 「農業の担い⼿」とは、認定農業者⼜は認定新規就農者のい
る経営体、及び集落営農経営(⾮法⼈の団体経営体)を指す。 

2) 令和2(2020)年は「2020年農林業センサス」(組替集計)を基に
集計した数値。令和3(2021)年は「令和3年農業構造動態調査」
(組替集計)を基に参考値として集計した数値 
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((農農業業関関連連デデーータタのの連連携携・・活活⽤⽤をを促促進進))  
様々なデータの連携・共有が可能となるデータプラ

ットフォーム「農業データ連携基盤(WAGRI
わ ぐ り

1)」を活5 
⽤した農業者向けのICTサービスが⺠間企業等により
開発され、農業者への提供が始まっています。運営主
体である農研機構ではデータの充実や利⽤しやすい環
境の整備に取り組んでいます。 

また、農林⽔産省は、農業者が利⽤する農業機械等から得られるデータについて、メー10 
カーの垣根を越えてデータを利⽤できる仕組み(オープンAPI2)の整備を⽀援しています。 

このほか、スマート農業の海外展開に向けて、農林⽔産省は、農研機構、⺠間企業と連
携し、国際標準の形成に向けた調査・検討を⾏っています。 
 
((⼩⼩型型農農業業ロロボボッットトのの公公道道⾛⾛⾏⾏にに向向けけたた環環境境整整備備をを推推進進))  15 

運搬、農薬散布等の農作業を補助する農業ロボットについては、⼩型で⼩回りが利き、
圃場、果樹園等、幅広い場⾯で使⽤できる多様な⾛⾏⽅式の機種が実⽤化されています。 

令和4(2022)年4⽉に成⽴した改正道路交通法3では、遠隔操作により通⾏する⼩型の⾞で
あって、⼀定の構造基準を満たすものについては、「遠隔操作型⼩型⾞」とし、歩⾏者と同
様の交通ルールを適⽤することとなりました。農林⽔産省では、⼩型農業ロボットが遠隔20 
操作型⼩型⾞として道路を⾛⾏するために必要となる⾞体の⼤きさや構造の基準、道路を

 
1  農業データプラットフォームが、様々なデータやサービスを連環させる「輪」となり、様々なコミュニティの更なる調和を促す「和」

となることで、農業分野にイノベーションを引き起こすことへの期待から⽣まれた⾔葉(WA+AGRI) 
2  Application Programming Interfaceの略。複数のアプリ等を接続(連携)するために必要な仕組みのこと 
3  正式名称は「道路交通法の⼀部を改正する法律」 

 
⾼知県では、環境制御技術にIoTやAI等の先端技術を融合し、施設園

芸農業の発展を図る「IoP(Internet of Plants)プロジェクト」に取り組
んでおり、農業データ連携基盤であるIoPクラウド「SAWACHI

さ わ ち
」を活

⽤した、データに基づいた施設園芸農業の普及を推進しています。 
令和4(2022)年9⽉に本格運⽤を開始したSAWACHIは、ハウス内に

設置した環境測定装置で測定した環境情報や、作物の⽣育状況、出荷
情報等のデータを「⾒える化」し、共有できるクラウドサービスです。
クラウド上のデータは農業者だけでなく、県やJAの指導員も利⽤でき、
モデル農家のデータと⽐較して改善点を分かりやすく指導するなど、
営農指導の⾼度化に役⽴てられています。 

県は、JAグループと連携し、県内各地区にデータ駆動型農業推進の
担当者を配置して体制を整備するとともに、指導員向けのデータ分析
研修等を実施し、栽培技術・経営指導の最適化を図っています。 

今後は、データ駆動型農業を実践していない農業者への環境測定装
置の試験的な導⼊を⽀援しながらSAWACHIの普及を進め、農業所得
の更なる向上を後押ししていくこととしています。 「「SSAAWWAACCHHII」」のの画画⾯⾯  

資料：⾼知県 

((事事例例))  施施設設園園芸芸農農業業ののデデーータタをを集集約約しし、、営営農農指指導導をを⾼⾼度度化化((⾼⾼知知県県))  

WWAAGGRRII  
URL：https://wagri.naro.go.jp 
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通⾏させようとする場合における届出の⽅法等について、開発メーカー等に情報提供する
こととしています。 
 
((全全ててのの農農業業⾼⾼校校・・農農業業⼤⼤学学校校ににおおいいててススママーートト農農業業ををカカリリキキュュララムム化化))  

農業現場においてスマート農業の活⽤が進む中、今後の農業の担い⼿を育成する農業⼤5 
学校や農業⾼校等においても、スマート農業を学ぶ機会を充実させることが重要です。こ
のため、令和4(2022)年度から、全ての農業⾼校・農業⼤学校においてスマート農業がカ
リキュラム化1されました。 

また、スマート農業に精通する⼈材の育成を進めるためには、スマート農業に関⼼を持
つ学⽣や経営を発展させたい農業者等が、いつでも誰でもスマート農業について体系的に10 
学べるようにするとともに、農業教育機関の教員がスマート農業の指導に必要な知識を⾝
に付けることが必要です。農林⽔産省では、スマート農業の最新技術等を学べるよう、農
業者や教員等を対象としたスマート農業研修を推進するとともに、農業⾼校・農業⼤学校
等への研修⽤スマート農業機械・設備の導⼊や動画コンテンツの充実を推進しています。 
 15 
((ススママーートト農農業業をを⽀⽀ええるる農農業業⽀⽀援援ササーービビススのの取取組組がが拡拡⼤⼤))  

近年、ドローンやIoT等の最新技術を活⽤して、農薬散布作業を代⾏するサービスや、
データを駆使したコンサルティング等、スマート農業を⽀える農業⽀援サービス2の取組が
⼈⼿不⾜に悩む⽣産現場で広がっています。これらの取組には、スマート農業機械等の導
⼊コストの低減や、コンサルティングによる⽣産性の向上等の効果が期待されています。 20 

農林⽔産省は、ドローンや⾃動⾛⾏農機等の先端技術を活⽤した作業代⾏やシェアリン
グ・リース等の次世代型の農業⽀援サービスの定着を促進することとしています。 
 

 
1  農業⼤学校については、令和3(2021)年度末までに、全ての学校においてカリキュラム化。農業⾼校については、スマート農業に

関する内容が盛り込まれた新たな⾼等学校学習指導要領が令和4(2022)年度の1年⽣から年次進⾏で実施 
2  第2章第3節を参照 
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((22))  農農業業施施策策のの展展開開ににおおけけるるデデジジタタルル化化のの推推進進  
((eeMMAAFFFFにによよるる⾏⾏政政⼿⼿続続ののオオンンラライインン利利⽤⽤をを推推進進))  

農林⽔産省では、所管する法令や補助⾦・交付⾦において3千を超える⾏政⼿続があり5 
ますが、現場の農業者を始め、地⽅公共団体等の職員からは、申請項⽬や添付書類が⾮常
に多いとして、改善を求める声が多数寄せられています。このような状況を改善し、農業
者が⾃らの経営に集中でき、地⽅公共団体等の職員が担い⼿の経営サポートに注⼒できる
環境とするため、⾏政⼿続をオンラインで⾏えるようにする「農林⽔産省共通申請サービ
ス(eMAFF

イ ー マ フ
)」の開発を進め、令和3(2021)年度から運⽤を開始しました。 10 

eMAFFは、政府⽅針にある「デジタル化3原則1」に則していることはもちろん、申請者
等の負担を軽減するため、全ての⼿続について点検を⾏い、申請に係る書類や申請項⽬等
の抜本的な⾒直し(BPR2)を⾏った上でオンライン化を進めています。令和5(2023)年3⽉末
時点で、約3,300の⼿続のオンライン化を完了しています。また、今後のオンライン利⽤の
本格化に向けて、⾏政⼿続の審査機関である地⽅公共団体等向けのeMAFFの利⽤に関する15 

 
1  デジタルファースト(個々の⼿続・サービスが⼀貫してデジタルで完結すること)、ワンスオンリー(⼀度提出した情報は、⼆度提

出することを不要とすること)、コネクテッド・ワンストップ(⺠間サービスを含め、複数の⼿続・サービスを⼀元化すること)の三
つの原則を合わせたもの 

2  Business Process Reengineering の略で、業務改⾰のこと 

⽣⽣育育状状況況をを⾊⾊でで把把握握可可能能なな  
営営農農⽀⽀援援アアププリリ  

資料：サグリ株式会社 

((ココララムム))  ススタターートトアアッッププにによよるる次次世世代代型型のの農農業業⽀⽀援援ササーービビススがが拡拡⼤⼤  

近年、次世代型の農業⽀援サービスの事業化を進めるスタートアップ
が存在感を⾼めています。 

兵庫県丹波市
た ん ば し

のサグリ株式会社は、衛星データとAI技術等を組み合わ
せたデータプラットフォームの開発・提供を⾏っています。同社の営農
⽀援アプリは、衛星データから分析した作物の⽣育状況のほか、⼟壌の
pHや窒素成分等を把握できる機能を備えており、アプリを利⽤する農
業者は、適切な施肥管理による肥料費の節減や環境負荷の低減を図るこ
とが可能となっています。さらに、荒廃農地＊を「⾒える化」する農地
状況把握アプリは、衛星データから未利⽤農地を⾼精度に判定できる機
能を備えており、アプリを利⽤する農業委員会は、現地確認や⽂書事務
の労⼒軽減を図ることが可能となっています。 

また、静岡県浜松市
は ま ま つ し

の株式会社Happy
ハ ッ ピ ー

 Quality
クオ リ ティ ー

は、センシング技術と
AI技術を組み合わせた⾼糖度トマトの⽣産や選果機データを活⽤した
栽培ノウハウの改善等に取り組んでいます。同社では、パートナー契約
を締結した農業者に栽培技術と栽培指導を⼀体的に提供し、⽣産物を全
量買取りすることで農業者の収益基盤の確⽴をサポートしています。農
業経営⽀援サービスを受ける農業者は、相場価格にとらわれずに⾼品質
トマトの⽣産に取り組んでいます。 

このように農業の現場では、データ分析やデータ活⽤等の技術により
農業経営や農作業をサポートするスタートアップの活躍の場が広がっ
ています。今後とも、顧客との距離が近く、⼩回りが利き、対応のスピ
ードが早いといったスタートアップならではの強みを活かした事業展
開が期待されています。 

 
＊ ⽤語の解説(1)を参照 

近近⾚⾚外外セセンンササーー選選果果機機にによよるる
トトママトトのの全全量量検検査査  

資料：株式会社 Happy Quality  
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説明会や農業者等に対するセミナー等を実施しています。セミナーに参加した農業者から
は、「⼀度申請した⼿続の内容を次回以降に再⼊⼒する必要がないのは魅⼒的である」、「毎
年⾏っている申請について実際にeMAFFを利⽤してみたい」等の意⾒が寄せられました。
引き続き、eMAFFの利⽤の推進に取り組みつつ、利⽤者の声を聴きながら、利便性の向上
を図っていくこととしています。 5 
 
((eeMMAAFFFF地地図図のの開開発発がが進進展展、、eeMMAAFFFF農農地地ナナビビ・・現現地地確確認認アアププリリのの運運⽤⽤をを開開始始))  

農林⽔産省では、現場の農地情報を統合し、農地の利⽤状況の現地確認等の抜本的な効
率化・省⼒化を図るため、「農林⽔産省地理情報共通管理システム(eMAFF

イ ー マ フ
地図
ち ず

)」プロジ
ェクトを進めています。 10 

農地に関する情報については、農業委員会が整備する農地台帳や地域農業再⽣協議会が
整備する⽔⽥台帳等、施策の実施機関ごとに個別に収集・管理されています。このため、
農業者は、実施機関ごとに繰り返し同じ内容を申請する必要があるとともに、実施機関は、
⼿書きの申請情報をそれぞれのシステムに⼿⼊⼒し、それぞれが作成した⼿書きの地図に
より現地調査を⾏っています。 15 

農林⽔産省は、こうした農地関係業務を抜本的に改善するためにeMAFF地図の開発を進
めています。eMAFF地図により、農業者は申請⼿続において画⾯上の地図から農地を選択
することで農地情報を⼊⼒する⼿間が省けます。また、農業委員会等の実施機関は、現地
調査の際にタブレットを活⽤することで、⼿書きの地図の作成が不要になるとともに、確
認結果をその場で⼊⼒できること等により、⾏政コストが低減されます。 20 

令和4(2022)年度からは、インターネット上で農地の所在、利⽤権設定等の情報を公開
する「eMAFF農地ナビ」の運⽤とともに、農地の利⽤状況等の現地確認業務を効率化でき
る現地確認アプリの運⽤を開始しています。現地確認アプリを活⽤している地域では、「タ
ブレットで現地確認できることで、⼿書きの地図作成が不要となった」、「GPS機能により
圃場を探しやすくなり調査の時間が短縮された」等の意⾒が寄せられました。引き続き、25 
現地確認アプリの経営所得安定対策等への対応も進めており、利⽤者の声を聴きながら、
農地関連業務の抜本的効率化を図っていくこととしています。 

 
 

((ススママーートトフフーードドチチェェーーンンのの構構築築にによよるる⽣⽣産産性性向向上上等等をを推推進進))  30 
近年、農業分野においても、ITやロボット技術等の先端技術を活⽤した、⽣産性を⾶躍

的に向上させる技術⾰新が起きています。このような中、流通の⾯では、⽣産から販売・
消費までの様々なデータをつなぎ、利活⽤を促進することにより、農業や⾷品産業のフー
ドチェーン全体の⽣産性の向上等を図っていくことが重要です。 

農林⽔産省では、内閣府の研究開発プログラム「戦略的イノベーション創造プログラム35 

イインンタターーネネッットト上上でで農農地地のの所所在在、、利利⽤⽤権権設設定定等等  
のの情情報報をを公公開開すするるWWeebbササイイトト「「eeMMAAFFFF農農地地ナナビビ」」  

URL：https://map.maff.go.jp/ 

農農地地のの利利⽤⽤状状況況等等のの現現地地確確認認業業務務をを  
効効率率化化ででききるる「「現現地地確確認認アアププリリ」」  
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(SIP)」の下、平成30(2018)年度から令和4(2022)年度にかけて、農林⽔産物の⽣産・加⼯・
流通・販売・消費の各段階を連携させるハブとなる情報共有システムである「スマートフ
ードチェーン」を開発し、トレーサビリティ等の各種機能の実証を進めました。 

また、農業DXの実現に向けたプロジェクトを推進し、パレット単位によるデータ連携
システムの構築や、⼆次元コードを活⽤した⽣産・流通情報を共有できるプラットフォー5 
ムの構築等が進展しました。今後、デジタル化・データ連携による流通の合理化・効率化
や、トレーサビリティの実現等が期待されています。 
 
((33))  イイノノベベーーシショョンンのの創創出出・・技技術術開開発発のの推推進進  
((農農林林⽔⽔産産・・⾷⾷品品分分野野ににおおいいててももススタターートトアアッッププのの取取組組がが拡拡⼤⼤))  10 

我が国の経済成⻑を実現するためには、新しい技術やアイデアを⽣み出し、成⻑の牽引
けんいん

役となるスタートアップの活躍が不可⽋です。農林⽔産・⾷品分野においても政策的・社
会的課題の解決や新たな可能性を広げるビジネスの創出に向けて研究開発に取り組むスタ
ートアップの動きが広がりを⾒せており、機動性を持って新しい分野に挑戦するスタート
アップの取組への関⼼が⾼まっています。 15 

農林⽔産省では、令和3(2021)年4⽉に導⼊された新たな⽇本版SBIR制度1を活⽤し、新
たな技術・サービスの事業化を⽬指すスタートアップの研究開発等を発想段階から事業化
段階まで切れ⽬なく⽀援しています。 

また、農林漁業者等の所得の向上につながる新たな技術やサービスを提供するスタート
アップの活躍や参⼊によって農林⽔産分野のイノベーションの創出を促すため、平成20 
28(2016)年度から、⽇本スタートアップ⼤賞において農林⽔産⼤⾂賞を創設し、若者等の
ロールモデルとなるような、インパクトのある新事業を創出した起業家やスタートアップ
を表彰しています。 

 

 25 
 

1  中⼩企業技術⾰新制度(Small Business Innovation Research)の略で、中⼩企業者による研究技術開発と、その成果の事業化を⼀貫
して⽀援する制度 

 
東京都渋⾕区

し ぶ や く
に本拠を置くスタートアップであるユーザーライク株

式会社は、花のサブスクリプションサービスを運営しており、⽇本スタ
ートアップ⼤賞2022において農林⽔産⼤⾂賞を受賞しました。 

同社は、平成28(2016)年に、花のサブスクリプションサービス「ブル
ーミー」を開始し、インターネット購⼊で⾃宅のポストに週替わりで多
様な花を届ける事業を展開しています。「お花を飾ったことがない」層
にアプローチし、新しい需要を⽣み出すことで、令和5(2023)年1⽉時点
で会員数が10万世帯を上回る規模に拡⼤しています。また、花の累計出
荷数も2,000万本以上となっており、花の普及にも貢献しています。 

また、同社では、独⾃の流通規格である「ブルーミー規格」を導⼊し、
通常では値が付きづらく廃棄される場合もあった規格外の花も含め、市
場と連携して適正価格で買い取る取組を進めています。 

今後とも、低価格で利⽤でき、花のある⽣活を習慣化できるサービス
を展開するとともに、業界全体への貢献につながる持続可能な仕組みづ
くりを積極的に推進することとしています。 

ポポスストトにに届届けけらられれるる花花  
資料：ユーザーライク株式会社 

((事事例例))  独独⾃⾃のの流流通通規規格格をを導導⼊⼊しし、、花花ののササブブススククリリププシショョンンササーービビススをを展展開開((東東京京都都))  
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((「「知知」」のの集集積積とと活活⽤⽤のの場場にによよるるオオーーププンンイイノノベベーーシショョンンをを促促進進))  
「知」の集積と活⽤の場は、農林⽔産・⾷品産業

の成⻑産業化を図るため、様々な分野の知識・技術・
アイデアを導⼊し、オープンイノベーションを促進
する仕組みとして運営・活⽤されています。 5 

令和5(2023)年3⽉末時点で、IT、電機、医学等幅
広い分野から、4,500以上の法⼈・個⼈が会員として
参加しており、海⾯養殖のサクラマスや介護⾷⽤⽶
粉等、新たな技術や商品が創出されています。こう
した研究の成果は、速やかな社会実装や事業化につ10 
ながるよう、アグリビジネス創出フェア等を通じて
広く情報を発信しています。農林⽔産省では、イノ
ベーションにつながる⾰新的な技術の実⽤化に向け
て、基礎から実⽤化段階までの研究開発を推進する
こととしています。 15 

 
((みみどどりり戦戦略略にに資資すするる技技術術開開発発・・普普及及をを推推進進))  

近年、みどり戦略1の実現に資する様々な技術開発が進展しています。令和4(2022)年度
においては、⾶んでいるヤガ類(害⾍)にレーザー光を照射して打ち落とすことに成功し、
化学農薬の使⽤量低減に貢献する新たな害⾍の防除技術として期待されています。また、20 
⽜のメタン産⽣抑制と⽣産性向上に関与する胃の中の微⽣物機能の解明を進め、メタンの
産⽣を抑制する候補資材の有効性を評価しました。さらに、メタンの産⽣が少ない⽜の育
種改良や、堆肥化⼯程等における温室効果ガ
ス2削減技術の開発等に取り組んでいます。 

農林⽔産省では、害⾍管理や環境保全型農25 
業に関し、ドイツとの共同研究等を進めてい
ますが、同年度からメタンの排出削減に向け
て⽶国との国際共同研究を新たに開始したほ
か、令和4(2022)年8⽉にはタイとの間でスマ
ート農業技術等に関する覚書を締結するなど、30 
国際的な連携にも取り組んでいます。 

農林⽔産省では、みどり戦略で掲げた各⽬
標の達成に貢献し、現場への普及が期待され
る技術について、「「みどりの⾷料システム戦
略」技術カタログ(Ver1.0)」として取りまと35 
め、令和4(2022)年1⽉に公開しました。さら
に、同年11⽉には、令和12(2030)年までに利
⽤可能な技術を追加したVer2.0を公開してい
ます。 

 40 

 
1 第2章第9節を参照 
2 ⽤語の解説(1)を参照 

海海⾯⾯養養殖殖ののササククララママスス  
資料：さんりく養殖産業化プラットフォーム 

 

「「みみどどりりのの⾷⾷料料シシスステテムム戦戦略略」」技技術術カカタタロロググ  
URL：https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/  

midori/catalog.html 

 

低低メメタタンン産産⽣⽣⽜⽜かからら分分離離さされれたた  
新新規規細細菌菌種種「「PPrreevvootteellllaa  llaaccttiicciiffeexx」」  
((ププレレボボテテララ・・ララククテティィシシフフェェククスス))  

資料：農研機構 
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((ムムーーンンシショョッットト型型研研究究開開発発をを推推進進))  
内閣府の総合科学技術・イノベーション会議(CSTI

シ ス テ ィ
 

1)
では、困難だが実現すれば⼤きなインパクトが期待され
る社会課題等を対象とした⽬標を設定し、その実現に向
けた挑戦的な研究開発(ムーンショット型研究開発)を関
係府省と連携して実施しています。このうち、農林⽔産・
⾷品分野においては、「2050年までに、未利⽤の⽣物機
能等のフル活⽤により、地球規模でムリ・ムダのない持
続的な⾷料供給産業を創出」することが⽬標として掲げ
られており、「藻類等を⽤いた循環型細胞培養による⾷料
⽣産」を始めとする研究開発プロジェクトに取り組んでいます。 
 
((「「ススママーートト育育種種基基盤盤」」のの構構築築をを推推進進))  

農林⽔産省では、みどり戦略の実現に向け、化学肥料・化学農薬等の使⽤量低減と⾼い
⽣産性を両⽴する品種の早期開発や品種開発の活性化の⽅向性を⽰した「みどりの品種育
成⽅針」を令和4(2022)年12⽉に策定しました。サツマイモ 基 腐 病

もとぐされびょう
抵抗性品種の育成や、

少量の窒素肥料でも⾼い⽣産性を⽰すBNI2(⽣物的硝化抑制)強化コムギ・トウモロコシの
育成等、各作物の主要な育種⽬標を整理しています(図図表表22--88--33)。 

また、これらの品種育成の迅速化を図るため、最適な交配組合せを予測するツール等、
新品種開発を効率化する「スマート育種基盤」の構築を推進し、国の研究機関、都道府県
の試験場、⼤学、⺠間企業等による品種開発⼒の充実・強化に取り組むこととしています。 

このほか、近年では天然毒素を低減したジャガイモや無花粉スギの開発等、ゲノム編集3

技術を活⽤した様々な研究が進んでいます。⼀⽅、ゲノム編集技術は新しい技術であるた
め、農林⽔産省は、同年10⽉に、ゲノム編集研究施設⾒学会を農研機構で実施したほか、
⼤学や⾼校に専⾨家を派遣して出前授業等を⾏うなど、消費者に研究内容を分かりやすい
⾔葉で伝えるアウトリーチ活動を実施しています。 

 

 
 

1 Council for Science, Technology and Innovation の略 
2 Biological Nitrification Inhibition の略。植物⾃⾝が根から物質を分泌し、硝化を抑制する働きのこと 
3 酵素等を⽤い、ある⽣物がもともと持っている遺伝⼦を効率的に変化させる技術 

図表2-8-3 「みどりの品種育成⽅針」に基づき開発が進められている育成品種等の例 

資料：農林⽔産省作成 
注：写真の出典は農研機構 

 

ババイイオオエエココノノミミカカルルなな  
培培養養⾷⾷料料⽣⽣産産シシスステテムム  

資料：東京⼥⼦医科⼤学先端⽣命医科学研究所 
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